
 

『相続税額等の質疑応答事例 相続開始前７年以内贈与想定』 
 

 国税庁の資産課税課は今般、相続開始前７年以内に贈与があった場合の相続税額関係及び相続

時精算課税関係を中心に質疑応答事例をまとめた。所得税法等の一部を改正する法律（令和５年法律

第３号）等の施行に伴うもの。具体的な金額、計算方法等を示しながら様ざまな事例を詳説している。例

えば問１‐２では、以下の通り。 

 Ⅹは、父である甲から、暦年課税により４回にわたって計７００万円（令和７年１月に１００万円、同６月に

２００万円、令和１１年２月に２５０万円、同４月に１５０万円）、また、相続時

精算課税により令和１２年３月に１１０万円の贈与を受けた。令和１４年３

月に甲が死亡。上記の財産につき甲の死亡に係る相続税の課税価格

には、５００万円が加算される。※Ⅹは甲から相続等により財産を取得し

ておらず、また、甲以外の者から贈与は受けていない。１）暦年課税に係

る贈与により取得した財産（加算対象贈与財産）の価額：（２００万円＋２

５０万円－１００万円（控除））＋１５０万円＝５００万円 ※加算対象期間

内の贈与のうち計４５０万円が、相続の開始前３年以内に取得した財産

以外の財産に該当し、１００万円を控除。２）相続時精算課税の適用を受

ける財産の価額：１１０万円－１１０万円（基礎控除額）＝０円 
 

『グローバル・サウスと連携強化 ６年版通商白書閣議決定―政府』 
 

 政府は令和６年版の通商白書を閣議決定した。白書は、米中対立やロシアによるウクライナ侵攻など

で世界経済の分断の危機が見られる中、ルールベースの国際貿易秩序の再構築や、今後高い成長が

見込まれ、重要鉱物・物資等のサプライチェーン強靭化の観点からも重要なパートナーとなりうるグロー

バル・サウス諸国との連携強化が重要であると強調した。また、外国為替市場で円安が進む中でも輸出

数量が伸び悩んでおり、生産・調達の国内回帰の機運が高まる中で輸出力の強化が課題だとした。 

 インド等のグローバル・サウス諸国は高成長を維持、日本企業のこうした

国々への事業拡大意欲は旺盛だと指摘。今後の高成長を確かなものに

するには、ガバナンス・対外開放・イノベーションの実現を支援することが

重要であり、グローバル・サウス諸国の自立的発展のため、世界貿易機関

（ＷＴＯ）の機能回復に向けた取組を加速、全ての国の経済発展の基盤

であるルールベースの国際貿易秩序を再構築する必要があるとした。円

安の中、我が国製造業全体の８割を占める企業も間接的な輸出により利

益を得ている。これらの間接輸出企業による直接輸出には、輸出拡大の

大きなポテンシャルがある一方、リソースや情報・ノウハウの不足が課題だ

と指摘している。   

           

出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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